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平成１４年１２月期   決算短信（連結） 平成 １５年２月１３日 

    

上 場 会 社 名 近畿コカ・コーラボトリング株式会社 上 場 取 引 所 東証市場第一部 

コ ー ド 番 号 ２５７６  大証市場第一部 

（ ＵＲＬ  http://www.kinki.ccbc.co.jp   ） 本 社 所 在 都 道 府 県 大阪府 

代 表 者 取締役社長  守都  正和   

問 合 せ 先 責 任 者 広 報 部 長 郷    礼 次 TEL  （ ０６）－６３３０－２１９１ 

決算取締役会開催日 平成1５年２月１３日   

米国会計基準採用の有無 無   
 
１．１４年１２月期の連結業績 （平成１４年１月１日～平成１４年１２月３1 日） 

（１）連結経営成績  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡ 

  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
14 年 12 月期 １８３，３４９ (   ０．４) ５，４６９ (△３２．２) ５，４７５ (△３０．２ ) 
13 年 12 月期 １８２，６６８ (   ３．６) ８，０６７ (△１７．１) ７，８４０ (△２３．２ ) 

 
 

当期純利益 1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 

1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

株 主 資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

    百万円 ％ 円     銭 円     銭 ％ ％ ％ 

14 年 12 月期 １６１ (△１９．７) ２ ５８  － ０．２ ４．６ ３．０ 

13 年 12 月期 ２０１ (△９５．５) ３ ２２  － ０．２ ６．４ ４．３ 
（注）① 持分法投資損益  14 年 12 月期      △ １２百万円     13 年 12 月期     △ ２１８百万円 

 ② 期中平均株式数(連結)  14 年 12 月期 ６２，５７９，０６２株    13 年 12 月期 ６２,５８９,６７５株 

 ③ 会計処理の方法の変更    無 

 ④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率                

（２）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

             百万円   百万円 ％ 円      銭 

14 年 12 月期 １１９，５１７ ８２，８７７ ６９．４ １，３２４ ７４ 

13 年 12 月期 １２１，０９１ ８４，２２２ ６９．６ １，３４５ ７１ 

   (注)期末発行済株式数(連結) 14 年 12 月期６２，５６１，６３３株  13 年 12 月期６２,５８５,７４８株 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

14 年 12 月期 １６，１７６ △ ２０，０５５ △ １，４７８ ９，９８６ 

13 年 12 月期 １５，７５５ △ １５，５１７ △ ２，２６８ １５，３４３ 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

       連結子会社数   １０社      持分法適用非連結子会社数   なし    持分法適用関連会社数   ２社  

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

       連結 （新規） １社     （除外） ３社        持分法 （新規） ２社     （除外） なし         

 

２. １５年１２月期の連結業績予想 （平成１５年１月１日～平成１５年１２月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益又は純損失（△） 

                   百万円 百万円 百万円 

     中間期 ９１，０００ ２，１００ △ ２００ 

     通           期 １９２，０００ ５，６００ ８００ 

（参考）① １株当たり予想当期純利益       （通期） １２円 ７９銭 

               ② 営業利益      （中間期）２，１００百万円                                                                        （通期）５，６００百万円     

※上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因に 
よって異なる場合があります。なお、業績予想に関連する事項につきましては添付資料８ページをご参照ください。 
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企業集団等の状況 

 
当社グループは、当社、子会社１０社（間接保有子会社１社含む）、関連会社２社、その他の関係会社１

社で構成され、飲料・食品の製造販売を主たる事業とし、さらに喫茶・飲食および不動産等の事業を営んで

おります｡ 
当社グループの事業に係わる各社の位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連ならびに事業の系

統図は次のとおりです。 
また、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 
 

    (１) 当社グループの事業に係わる各社の位置付け 

《飲料・食品の製造販売事業》 
飲料・食品の販売 

当社、関西ビバレッジサービス株式会社、株式会社ネスコ、株式会社カディアック、三笠コカ・コー

ラボトリング株式会社が行っております。 
 
飲料の製造 
当社、近畿コカ・コーラプロダクツ株式会社、三笠コカ・コーラボトリング株式会社、大山ビバレッ

ジ株式会社が行っております。 
なお、大山ビバレッジ株式会社は、現在操業に向けての準備期間中であり操業しておりません。 

 
飲料の運送事業 
関西ロジスティクス株式会社が行っております。 
 

   《その他の事業》 
不動産事業 
株式会社レックスエステートが行っております。 

 
リース業 
株式会社レックスリースが行っております。 
 

車両整備業 
株式会社セイコーコーポレートジャパンが行っております。 
 

外食・物販事業 
株式会社シーアンドシー、株式会社秋吉システムズが行っております。 
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    (２) 事業の系統図 
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経      営      方      針 

１．経営の基本方針  

当社グループは「さわやかさ創造企業」を経営理念として掲げ、商品・サービスを通して人々の生活に

豊かさを提供することを経営の基本方針として、人々のニーズに対応した商品・サービスの拡充に努めて

おります。さらに、昨今はグローバリゼーションの進展を背景として、経営環境は大きく変化しており、

新しい企業評価基準に対応するため、従来にも増して経営基盤を強化し、スピーディで柔軟な経営を目指

しております。 

将来にわたり、当社グループが存続・発展していくためには、人々のニーズに対応した商品・サービス

を提供し続けることはもとより、製品の安全性向上・積極的な情報公開・環境問題への対応など、社会的

責任の遂行による企業価値の創造が必要であり、それぞれ具体的に取り組んでおります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社は長期的展望に基づく投資を推進し、競争優位の経営基盤を確立して収益力の向上に努め、配当等

をとおして安定的かつ継続的な利益還元を行うことを基本方針としております。 

なお、内部留保につきましては、販売機器の更新、製造設備等の改造・更新などの原資といたしますが、

将来的には収益の向上をとおして配当等で還元できるものと考えております。 

 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

投資単位引下げにかかる施策につきましては、現在の投資金額、市況、業績などを勘案し、その費用お

よび効果を慎重に検討してまいりたいと考えておりますが、現段階におきましては、具体的な施策および

時期につきましては未定であります。 

 

４．目標とする経営指標 

厳しい市場環境を勘案し、２００１年度から２００５年度の中期経営計画の定量目標を見直し、２００

５年度にグループトータルの経常利益６７億円を経営目標としております。 

 

５．中長期的な経営戦略 

大きく変化する経営環境に対応していくために、２０００年末に２００１年を出発点とする近畿コカ・

コーラグループ中期経営計画「飛翔２１」（５ヵ年計画）を策定いたしましたが、企業としての生き残りを

かけて、再度行動目標を見定める必要があると考え、新ビジョン「ビジョン２００５」を策定するととも

に中期経営計画の方針を一部追加変更いたしました。「企業価値の創造」を基本テーマとして、エンドユー

ザーを最優先する販売力の強化、経営システムの革新と構造改革、人と組織の活性化、コンプライアンス

を推進し、強い近畿コカ・コーラグループの実現を目指すことを骨子とするものであり、その実現のため

の経営戦略を以下のとおり掲げております。 
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①マーケットの選択と集中の徹底による成長戦略 

業績向上のために、効率化による継続的なローコスト化を図ってまいりますが、ボリュームの増加によ

るシェアの拡大も重要であり、成長が期待されるテイクアウト市場とインドア自動販売機市場を中心に効

率的に経営資源を投入してまいります。 

②グループ経営の確立とグループ競争力の強化 

グループのビジョン・目標を共有化し、グループの全体最適を優先することと、業績評価基準を含む諸

制度を変更することで、グループ各社の競争力を強化し、グループ利益の最大化を図ってまいります。 

③構造改革の推進 

今後１０年、２０年と発展し続けられる強固な経営基盤を築くため、販売・製造・物流体制や人事諸制

度の抜本的改革等、グループ会社を含めて大胆な構造改革を実施してまいります。 

販売体制は、チャネルおよびカスタマーの変化に対応し、直販システムの強みを活かしながら、消費形

態に連動した販売形態別の専門性を発揮でき、様々な消費者の満足を実現することが可能な組織形態を具

体化してまいります。製造・物流体制では、機能面からの分社・再編を実施してまいりましたが、より効

果を追求していくとともに、テリトリーが隣接する三笠コカ･コーラボトリング株式会社との機能統合を含

めたコラボレーションを図ってまいります。 

このような当社グループとしての構造改革を今後とも実行していくとともに、日本コカ・コーラ株式会

社、各コカ・コーラボトリング会社との全国レベルの協働プロジェクトの推進により、販売量の拡大とコ

スト削減を図ってまいります。 

 

６．会社の対処すべき課題  

今後のわが国の経済情勢は、個人消費や設備投資の回復が期待できず、清涼飲料業界におきましても、

引き続き厳しい環境が続くものと予測されます。 

当社グループといたしましては、中期経営計画「飛翔２１」に則り、従来のやり方にこだわらず、日々

新たに、目標達成につながる活動を実行していくことを基本に、グループ各社との戦略協調によるグルー

プ経営基盤の強化、構造改革の円滑な推進、業態別戦略に基づく販売力の強化、新ビジョン「ビジョン２

００５」の具現化による人と組織の活性化と社会との調和ならびにコカ・コーラシステム内各社との協働

プロジェクトへの積極的な参画などにより、業績の向上と企業価値の創造に努めてまいります。 

さらに、日本コカ･コーラ株式会社およびコカ･コーラボトリング各社の持つ調達から生産･物流にいたる

資源を最大限有効活用するサプライチェーンマネジメント構築への取り組みについては、ボトラーとして

の枠組みを越えて積極的に推進し、コスト削減を図ってまいります。 

また、厚生年金基金の制度につきましては、２００２年１０月の代行部分返上に引き続き、構造的な改

革を進めてまいります。 
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７．会社の経営管理組織の整備等に関する施策 

当社は取締役会を月１回開催しております。また、取締役会および社長の意思決定を補佐する目的で常

勤役員で構成される経営会議を週１回開催し、今日的課題の早期解決に努めております。 

グループの経営執行に関しましては、グループ各社の事業計画進捗状況等の経営会議での報告を四半期

毎に実施し、グループ各社の経営課題の共有化に努めております。 

 

８．その他の経営上の重要な事項  

当社は２００２年９月にザ コカ･コーラカンパニー、日本コカ･コーラ株式会社との間で２００２年１０

月１日を発効日とする１０年間の「新ボトラー契約」を締結いたしました。本契約は、ザ コカ･コーラカ

ンパニーが商標権を有する清涼飲料製品の製造、販売および商標使用などに関する基本契約であります。 

また、２００２年１１月にテリトリーが隣接する三笠コカ･コーラボトリング株式会社に資本参加（株式

３４％取得）いたしました。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態  

Ⅰ.   経営成績   

１．当期の概況 

(1)事業全般の概況 

当期のわが国経済は、輸出など一部に持ち直しの動きがみられたものの、依然として厳しい雇用や所得

環境の影響を受けて、個人消費の低迷が続くなど、極めて厳しい状況で推移いたしました。 

清涼飲料業界は、長引く景気低迷が大きく影響し、販売数量が伸び悩む中、熾烈な企業間競争に伴う価

格の低下などにより、一段と収益を圧迫する厳しい市場環境となりました。 

当社グループは、こうした状況下、中期経営計画「飛翔２１」に基づき、販売力の強化、グループ連結

経営の強化、経営構造改革の推進ならびにコカ・コーラシステム内各社との協働などにより、業績の向上

と企業価値の創造を目指しました｡ 

販売面におきましては、テイクアウト市場およびインドア自販機市場へ積極的に経営資源を投入し、利

益とシェアの確保を目指したほか、お得意様を業態別に担当する組織体制の確立やカテゴリーマネジメン

トの拡大、人材教育の充実など、販売力の強化に努めました。また、「２００２ＦＩＦＡワールドカップ」

をテーマとした消費者プロモーションや、｢Ｎｏ Ｒｅａｓｏｎ Ｃｏｃａ－Ｃｏｌａ キャンペーン｣「ジョ

ージア 明日があるさ キャンペーン」の展開に加えて、「ジョージア ヨーロピアンブレンド」「くまのプー

さん はちみつレモン」「ラブボディ」などの新製品の発売により、販売の拡大とブランド力の強化を図り

ました。他方、２月には、市場における競争力を強化すべく、販売機器関連ビジネスに係わるグループ会

社４社を「関西ビバレッジサービス株式会社」として統合し、同社との戦略協調を拡充しました。 

製品の需給面におきましては、ボトラーの枠を越えた需給の最適化を推進するため、１月には、西日本

地域における製品需給調整を行う「西日本需給機構」が発足し、８月には、全国レベルでの需給計画の策

定を目指す「パイロットオフィス」が設置されました。一方、生産面においては、３月には、明石工場に

おけるコカ・コーラリフレッシュメントプロダクツ株式会社（現 コカ・コーラティープロダクツ株式会社）

との共同投資３ライン目となる無菌充填ラインでの生産を開始しました。また、５月には、西日本のボト

ラー５社の共同出資により、ミネラルウォーター製造会社「大山ビバレッジ株式会社」（鳥取県）を設立し、

２００３年４月の生産開始を予定しております。さらには、中京コカ・コーラボトリング株式会社東海工

場での共同生産を一層拡大しました。他方、１月には、ローコストプロデュースに向けて、京都工場の製

造業務を近畿コカ・コーラプロダクツ株式会社へ移管したほか、５月には、物流面の効率化を目指した物

流新会社「関西ロジスティクス株式会社」が営業を開始しました。加えて、商品フレッシュネスに注力す

るとともに、当社グループ全体としての品質保証体制をさらに強化しました。 

経営面におきましては、引き続き経営の効率化と収益改善を図るべく、当社グループを挙げて、上記一

連の改革を推進したほか、コカ・コーラ環境マネジメントシステムにも精力的に取り組みました。また、

４月には、当社およびグループ会社の経営基盤の強化を目指して、グループ会社への出向者のうち２３３

名が転籍しました。他方、９月には、当社とザ コカ・コーラ カンパニーならびに日本コカ・コーラ株式

会社との間で、２００２年１０月１日を発効日とし、今後１０年間のボトラー事業の根幹となる｢新ボトラ
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ー契約｣を締結しました。また、１１月には、コカ・コーラウエストジャパン株式会社より三笠コカ・コー

ラボトリング株式会社の株式３４％を取得し、同社を当社と一体的に運営することにより、関西圏におけ

る市場での優位性を目指しました。 

これらの結果、当期は、販売数量が前年を僅かながら上回ったものの、価格の低下や商品構成と販売チ

ャネルの変化などによる収益低下により、連結売上高は１，８３３億４千９百万円（前期比０．４％増）、

経常利益は５４億７千５百万円（前期比３０．２％減）となりました。また、特別利益として、厚生年金基金

代行部分返上益１４億５千６百万円などを計上しましたが、特別損失として、退職給付会計基準変更時差異の

償却額３８億４百万円、転籍などによる特別退職金２６億４百万円などを計上した結果、当期純利益は１億６

千１百万円（前期比１９．７％減）となりました。 

 

（2）事業別の業績概況 

《飲料・食品の製造販売事業》 

飲料・食品事業においては、個人消費の低迷など収益を圧迫する厳しい市場環境の中、新製品の発売、

ブランド毎のキャンペーンや消費者プロモーションを展開し、ブランド力の強化と販売の拡大を図りまし

た。これらの結果、飲料・食品の製造販売のセグメントの売上高は１，７３５億７千４百万円（前期比１．

７％増）となりました。 

一方、品種構成や販売チャネルの変化などによる利益減少を経費の削減などで補うべく努めましたが、

営業利益は１０９億２千２百万円（前期比１０．０％減）となりました。 

《その他の事業》 

その他の事業においては、株式会社秋吉システムズの経営効率化のため、製造事業を移管したことによ

り売上高が減少しました。 

これらの結果、売上高は１１７億８千５百万円（前期比３．５％減）、営業利益は６億５千４百万円（２

２．７％減）となりました。 
 

２．次期の見通し 

今後のわが国の経済情勢は、まだまだ回復の兆しがみえず、予断を許さない状況であり、清涼飲料業界

におきましても、一層厳しい経営環境が続くものと予測されます。 

当社におきましては、中期経営計画の目標達成に向けて、更なる改革を進めるべく、グループ各社との

戦略協調や営業部門における効率的な資源配分と、より専門性が発揮できる新販売体制などによる販売の

拡大を図るとともに、コカ・コーラシステムにおけるＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）モデルの

構築に取り組んでまいります。また、年金問題につきましては、１０月の代行部分返上に引き続き、構造

的な改革を進めてまいります。 

次期の連結業績の見通しにつきましては、売上高１，９２０億円（前期比４ .７％増）、営業利益 ５６億

円（前期比２．４％増）、 経常利益５６ 億円（前期比２．３％増）、当期純利益 ８億円（前期比３９４．９％

増）を見込んでおります。 
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Ⅱ.   財政状態   

当連結会計年度における営業活動による資金の収入は１６１億７千６百万円、投資活動による資金の支

出は２００億５千５百万円、財務活動による資金の支出は１４億７千８百万円となり、現金及び現金同等

物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ５３億５千７百万円減少し、９９億８千６百万円

となりました。 

当連結会計年度における活動ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。 

 

《営業活動によるキャッシュ・フロー》 

営業活動による資金の収入は、減価償却費が１３２億２千１百万円、退職給付引当金の増加額が２０億

５千７百万円あったものの、売上債権の増加が１１億７千７百万円などにより１６１億７千６百万円（前

期比４億２千万円増）となりました。 

 

《投資活動によるキャッシュ・フロー》 

投資活動による資金の支出は、販売機器等有形固定資産の取得による支出が１４０億８千７百万円など

により、２００億５千５百万円（前期比４５億３千８百万円増）となりました。 

 

《財務活動によるキャッシュ・フロー》 

財務活動による資金の支出は、借入金の返済および配当金の支払により、１４億７千８百万円（前期比

７億９千万円減）となりました。 
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連 結 財 務 諸 表 等 

（１）連 結 貸 借 対 照 表 
 （単位：百万円） 

平 成 １ ４ 年 度 

連 結 会 計 年 度 

( 平 成 1 4 年 1 2 月 3 1 日 ) 

平 成 １ ３ 年 度 

連 結 会 計 年 度 

( 平 成 1 3 年 1 2 月 3 1 日 ) 

期  別

 

 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 額 

（ 資 産 の 部 ）   ％  ％  

流 動 資 産      

現 金 及 び 預 金 ８，４３６  １２，８０３  △４，３６７ 

受取手形及び売掛 金 １１，１１６  ９，９３９  １，１７７ 

有 価 証 券 １，５９９  ４，２２５  △２，６２５ 

た な 卸 資 産 ７，８５８  ８，４７６  △    ６１８ 

前 払 費 用 １，９４３  １，９９２  △      ４８ 

未 収 入 金 １，７６７  ２，０１１  △    ２４３ 

繰 延 税 金 資 産 ３８９  ２５６  １３２ 

そ の 他 １５７  ８０６  △    ６４８ 

貸 倒 引 当 金 △     １２０  △       ９０  △      ２９ 

流 動 資 産 合 計  ３３，１４８ ２７．７ ４０，４２０ ３３．４ △７，２７２ 

固 定 資 産      

有 形 固 定 資 産       

建 物 及 び 構 築 物 １５，９９３  １６，３６９  △    ３７５ 

機械装置及び運搬具 １１，８４９  １１，６０５  ２４３ 

販 売 機 器 １３，０７７  １３，５６３  △    ４８６ 

土 地 ２０，３７８  １８，０６０  ２，３１７ 

建 設 仮 勘 定 ５０  ９１１  △    ８６１ 

リ ー ス 資 産 ３，４５３  ３，８６９  △    ４１６ 

そ の 他 １，７８１  １，３５７  ４２３ 

有 形 固 定 資 産 合 計  ６６，５８３ ５５．７ ６５，７３７ ５４．２ ８４５ 

無 形 固 定 資 産       

ソ フ ト ウ ェ ア １，９４４  １，０３５  ９０８ 

ソフトウェア仮勘 定  １９１  ６０５  △    ４１３ 

連 結 調 整 勘 定 ２，００７  ２，３４５  △    ３３８ 

そ の 他 ９１２  １，３０１  △    ３８９ 

無 形 固 定 資 産 合 計  ５，０５４ ４．３ ５，２８８ ４．４ △    ２３３ 

投 資 そ の 他 の 資 産       

投 資 有 価 証 券 ５，９７５  ２，１５６  ３，８１８ 

長 期 貸 付 金 ７９６  ４１５  ３８０ 

長 期 前 払 費 用 １，７１９  １，９１８  △    １９８ 

差 入 保 証 金 １，９２９  ２，０５２  △    １２２ 

繰 延 税 金 資 産 ２，３８１  １，４５１  ９２９ 

そ の 他 ２，４８３  ２，０６３  ４２０ 

貸 倒 引 当 金 △    ５５５  △    ４１４  △    １４１ 

投資その他の資産合 計  １４，７３１ １２．３ ９，６４４ ８．０ ５，０８６ 

固 定 資 産 合 計  ８６，３６９ ７２．３ ８０，６７０ ６６．６ ５，６９８ 

資 産 合 計  １１９，５１７ １００．０ １２１，０９１ １００．０ △１，５７４ 
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  （単位：百万円） 

平 成 １ ４ 年 度 

連 結 会 計 年 度 

( 平 成 1 4 年 1 2 月 3 1 日 ) 

平 成 １ ３ 年 度 

連 結 会 計 年 度 

( 平 成 1 3 年 1 2 月 3 1 日 ) 

期  別 

 

 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

流 動 負 債       

支払手形及び買掛 金 ７，６２２  ８，２９２  △    ６７０ 

短 期 借 入 金 ２７３  ３９０  △    １１７ 

一年以内に償還の転換社債 ８，１６７  －  ８，１６７ 

一年以内に返済の長期借入金 １，８８４  １，５２８  ３５５ 

未 払 金 ３，２６６  ３，７８６  △    ５２０ 

未 払 法 人 税 等 ４５０  １，２６３  △    ８１３ 

未 払 消 費 税 等 ３８３  ２５  ３５８ 

未 払 費 用 ３，０９１  ３，７２１  △    ６２９ 

繰 延 税 金 負 債 １１  ９  １ 

そ の 他 １，１９０  １，０３６  １５３ 

流 動 負 債 合 計  ２６，３３８ ２２．０ ２０，０５３ １６．５ ６，２８５ 

固 定 負 債       

転 換 社 債 －  ８，１６７  △８，１６７ 

長 期 借 入 金 ２，９８３  ３，５５１  △    ５６７ 

退 職 給 付 引 当 金 ５，３９４  ３，３３７  ２，０５７ 

役員退職慰労引当 金 ３３３  ３８７  △      ５４ 

繰 延 税 金 負 債 ４４６  ３９８  ４８ 

そ の 他 １，０８７  ９３０  １５６ 

固 定 負 債 合 計  １０，２４５ ８．６ １６，７７３ １３．９  △６，５２７ 

負 債 合 計 ３６，５８４ ３０．６ ３６，８２６ ３０．４ △    ２４２ 

( 少 数 株 主 持 分 )       

少 数 株 主 持 分  ５５ ０．０ ４２ ０．０ １２ 

( 資 本 の 部 )       

資 本 金  １０，９４８ ９．２ １０，９４８ ９．１ － 

資 本 準 備 金  １０，０４０ ８．４ １０，０４０ ８．３ － 

連 結 剰 余 金  ６１，９５４ ５１．８ ６３，０７０ ５２．１ △１，１１５ 

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △      ４１ △０．０ １６９ ０．１ △    ２１０ 

自 己 株 式  △      ２３ △０．０ △        ５ △０．０ △      １８ 

資 本 合 計 ８２，８７７ ６９．４ ８４，２２２ ６９．６ △１，３４４ 

負 債 ･ 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合計  １１９，５１７ １００．０ １２１，０９１ １００．０ △１，５７４ 
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（２）連 結 損 益 計 算 書 
（単位：百万円） 

平 成 １ ４ 年 度 

連 結 会 計 年 度 

平 成 １ ３ 年 度 

連 結 会 計 年 度 

自 平成１４年 １月 １日 自 平成１３年 １月 １日 

至 平成１４年１２月３１日 至 平成１３年１２月３１日 

期    別 

 

 

科    目 金    額 百分比 金    額 百分比 

増 減 額 

  ％  ％  

売 上 高 １８３，３４９ １００．０ １８２，６６８ １００．０ ６８１ 

売 上 原 価 ９７，５７７ ５３．２ ９６，４４６ ５２．８ １，１３１ 

売 上 総 利 益  ８５，７７２ ４６．８ ８６，２２１ ４７．２ △    ４４９ 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ８０，３０３ ４３．８ ７８，１５４ ４２．８ ２，１４８ 

営 業 利 益  ５，４６９ ３．０ ８，０６７ ４．４ △２，５９８ 

営 業 外 収 益 ５７６ ０．３ ６３８ ０．４ △      ６１ 

受 取 利 息 ９  ２８  △      １８ 

有 価 証 券 利 息 ２  １３  △      １１ 

受 取 配 当 金 １９  ２０  △        ０ 

不 動 産 賃 貸 収 入 ２２７  ２８８  △      ６０ 

そ の 他 ３１８  ２８７  ３０ 

営 業 外 費 用 ５７０ ０．３ ８６４ ０．５ △    ２９４ 

支 払 利 息 ７１  ８４  △      １３ 

社 債 利 息 ６９  ６９  － 

不 動 産 賃 貸 料 原 価 １８８  ２０４  △      １５ 

貯 蔵 品 他 廃 棄 損 １２１  １２２  △        １ 

持分法による投資損失 １２  ２１８  △    ２０５ 

そ の 他 １０７  １６４  △      ５７ 

経 常 利 益  ５，４７５ ３．０ ７，８４０ ４．３ △２，３６４ 

特 別 利 益 １，８１２ １．０ ８０７ ０．４ １，００５ 

厚生年金基金代行部分返上益 １，４５６  －  １，４５６ 

固 定 資 産 売 却 益 ３５２  ８０７  △    ４５４ 

投資有価証券売却益 ２  －  ２ 

特 別 損 失 ７，２１８ ４．０ ７，７９６ ４．２ △    ５７７ 

固定資産売却及び除却損  ６４１  ５８３  ５７ 

特 別 退 職 金 ２，６０４  ２，９４１  △    ３３７ 

退職給付会計基準変更時差異償却額 ３，８０４  ４，０３０  △    ２２５ 

ゴルフ会員権評価損 １１９  ６８  ５１ 

投資有価証券評価損 ４８  ６６  △      １７ 

投資有価証券売却損 －  ５  △        ５ 

そ の 他 －  １００  △    １００ 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  ６９ ０．０ ８５１ ０．５ △    ７８２ 

法人税 ､住民税及び事業税  ７５１ ０．４ １，６１５ ０．９ △    ８６３ 

法 人 税 等 調 整 額  △    ８６１ △０．５ △    ９８８ △０．５ １２７ 

少 数 株 主 利 益  １８ ０．０ ２３ ０．０ △        ５ 

当 期 純 利 益  １６１ ０．１ ２０１ ０．１ △      ３９ 

 



 １３ 

 

（３）連 結 剰 余 金 計 算 書 
                                                                                      （単位：百万円） 

     平 成 １ ４ 年 度 連 結 会 計 年 度     平 成 １ ３ 年 度 連 結会 計 年 度 

自  平成１４年  １月  １日 自  平成１３年  １月  １日 

至  平成１４年１２月３１日 至  平成１３年１２月３１日 

期    別 

 

科    目 

金        額 金        額 

 

 

増 減 額 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高   ６３，０７０  ６４，１２４ △１，０５４ 

連 結 剰 余 金 減 少 高       

配 当 金 １，１２６  １，１２６   

役 員 賞 与 １５０ １，２７７ １２８ １，２５５ ２１ 

当 期 純 利 益   １６１  ２０１ △      ３９ 

連 結 剰 余 金 期 末 残 高   ６１，９５４  ６３，０７０ △１，１１５ 
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  （４）連結キャッシュ・フロー計算書 
                                                                 （単位：百万円） 

平成１４年度連結会計年度 平成１３年度連結会計年度 

自 平成１４年              １月       １日 自 平成１３年              １月       １日 

至 平成１４年１２月３１日 至 平成１３年１２月３１日 

                                          

                                         期  別 

 

  科  目 
金   額 金   額 

増 減 額 

Ⅰ ． 営 業 活 動 に よ る ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ﾌ ﾛ ｰ      

  税金等調整前当期純利益  ６９  ８５１ △ ７８２ 

  減価償却費  １３，２２１  １２，８５６ ３６４ 

  長期前払費用償却費  ２，２５６  ２，０６９ １８６ 

  連結調整勘定償却額  ２５２  １７８ ７４ 

  退職給与引当金の減少額  － △ ３５０ ３５０ 

  退職給付引当金の増加額  ２，０５７  ３，２５７ △ １，２００ 

  役員退職慰労引当金の増減額   △ ５４  ５７ △ １１１ 

  貸倒引当金の増加額  １７１  ３２６ △ １５５ 

  投資損失引当金の減少額  － △ ６９ ６９ 

  受取利息及び受取配当金 △ ３１ △ ６２ ３１ 

  支払利息  １４０  １５４ △ １３ 

  持分法による投資損失  １２  ２１８ △ ２０５ 

  有価証券・投資有価証券売却益 △ ２  － △ ２ 

  有価証券・投資有価証券評価損  ４８  ６６ △ １７ 

  ゴルフ会員権評価損  １１９  １７ １０２ 

  投資有価証券売却損  －  ５ △ ５ 

  有形固定資産売却益 △ ３５２ △ ８０７ ４５４ 

  固定資産売却及び除却損  ６４１  ５８３ ５７ 

   特別退職金  ２，６０４  ２，９４１ △ ３３７ 

  売上債権の増減額 △ １，１７７  ６５４ △ １，８３２ 

  たな卸資産の増減額  ６１８ △ １，３３４ １，９５２ 

  仕入債務の減少額 △ ７９０ △ ４６１ △ ３２９ 

  未払消費税等の増減額  ３５８ △ １，０１５ １，３７４ 

  役員賞与支払額 △ １５１ △ １３０ △ ２１ 

    その他  ４４６  ９５８ △ ５１２ 

             小      計  ２０，４５７   ２０，９６７  △ ５１０ 

  利息及び配当金の受取額  ２７  ６８ △ ４１ 

  利息の支払額 △ １４０ △ １５１ １０ 

  特別退職金の支払額 △ ２，６０４ △ ２，９４１ ３３７ 

  法人税等の支払額 △ １，５６４ △ ２，１８７ ６２３ 

営 業 活 動 に よ る ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ﾌ ﾛ ｰ   １６，１７６   １５，７５５  ４２０  

Ⅱ ． 投 資 活 動 に よ る ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ﾌ ﾛ ｰ      

  定期預金の預入による支出 △ ４５０ △ ２，１２３ １，６７３ 

  定期預金の払戻による収入  ２，１８５  １４４ ２，０４１ 

  有価証券の取得による支出  － △ １，０００ １，０００ 

  有価証券の売却による収入  －  ５，００３ △ ５，００３ 

  有形固定資産の取得による支出 △ １４，０８７ △ １３，８９５ △ １９１ 

  有形固定資産の売却による収入  ５１７  １，９１６ △ １，３９９ 

  無形固定資産の取得による支出 △ １，１４１ △ ９６０ △ １８０ 

  長期前払費用の取得による支出 △ ２，４９０ △ ２，４９５ ４ 

  投資有価証券の取得による支出 △ ４，２５３ △ ３１ △ ４，２２１ 

  投資有価証券の売却による収入  １４  ０ １４ 

  子会社株式の取得による支出  － △ ９５７ ９５７ 

  連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得  －  ２９２ △ ２９２ 

  連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却  － △ ６ ６ 

  貸付けによる支出 △ ６０３ △ ２，５７３ １，９６９ 

  貸付金の回収による収入  １８５  １，１５２ △ ９６６ 

  その他  ６８  １７ ５０ 

投 資 活 動 に よ る ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ﾌ ﾛ ｰ △ ２０，０５５  △ １５，５１７  △ ４ ， ５ ３ ８ 

Ⅲ ． 財 務 活 動 に よ る ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ﾌ ﾛ ｰ      

  短期借入れによる収入  ２，２５０  １，１５０ １，１００ 

  短期借入金の返済による支出 △ ２，４９０ △ １，４３０ △ １，０６０ 

  長期借入れによる収入  １，４９４  １，６００ △ １０６ 

  長期借入金の返済による支出 △ １，５８３ △ ２，４５５ ８７２ 

  自己株式の取得による支出 △ １８ △ １４ △ ３ 

  自己株式の売却による収入  －  ９ △ ９ 

  配当金の支払額 △ １，１２６ △ １，１２６ ０ 

  少数株主への配当金の支払額 △ ４ △ １ △ ２ 

財 務 活 動 に よ る ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ﾌ ﾛ ｰ △ １ ， ４ ７ ８ △ ２ ， ２ ６ ８ ７９０  

Ⅳ ． 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額 △ ５ ， ３ ５ ７ △ ２ ， ０ ３ ０ △ ３ ， ３ ２ ６ 

Ⅴ ． 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高   １５，３４３   １７，３７３  △ ２ ， ０ ３ ０ 

Ⅵ ． 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高   ９ ， ９ ８ ６  １５，３４３  △ ５ ， ３ ５ ７ 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

１．連結の範囲に関する事項 

原則として､全ての子会社を連結の範囲に含めております｡ 

当該連結子会社は､ 関西ビバレッジサービス㈱、㈱ネスコ、近畿コカ・コーラプロダクツ㈱、関西ロジ

スティクス㈱、㈱レックスエステート、㈱レックスリース、㈱セイコーコーポレートジャパン、㈱カディ

アック、㈱シーアンドシー及び㈱秋吉システムズの１０社であります。 

当連結会計年度における連結子会社の増減理由は次のとおりであります。関西ロジスティクス㈱は当連

結会計年度に新たに設立したため連結の範囲に含めております。近畿コカ・コーラベンディング㈱、㈱レ

ックステクノシステムズ、㈱レクシーの３社は㈱エフ・ヴィ西日本と合併（社名を関西ビバレッジサービ

ス㈱に変更）したため連結の範囲から除外しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

三笠コカ・コーラボトリング㈱及び大山ビバレッジ㈱については､株式取得により関連会社となったため、

当連結会計年度より持分法を適用しております｡ 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております｡ 

 

４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
満期保有目的の債券 

償却原価法  

その他有価証券 

時価のあるもの･･････････連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法
により処理し､売却原価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの･･････････移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

商品及び製品････････････････総平均法による原価法 

原材料及び貯蔵品････････････主として月別移動平均法による原価法 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法によっております。但し、建物(建物附属設備を除く)については定額法を採用し、リース資
産はリース期間定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同
一の基準によっております。 

②無形固定資産 

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法を採用しております。 

③長期前払費用 

主として期間対応償却によっております。 

（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異については、５年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（１５年）による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 
（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成１４年 １０ 月
２８日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。 
当社では「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告
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第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付
債務（２５，７８１百万円）と年金資産の返還相当額（１５，７１８百万円）を消滅したものとみな
して処理するとともに、厚生年金基金の代行部分に対応する未認識数理計算上の差異（４，３２４百
万円）及び会計基準変更時差異の未処理額（４，２８１百万円）を損益として認識しております。 
この結果、「厚生年金基金代行部分返上益」（１，４５６百万円）を特別利益に計上しております。

また、当連結会計年度末における年金資産の返還相当額は、１５，７９８百万円であります。 
③役員退職慰労引当金 

役員の退職により支給する退職慰労金支給に備えるため､内規に基づく期末要支給見込額を計上し
ております。 

（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については､
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡ 

（５）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 
 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 
連結調整勘定は、１０年で均等償却しております。 
 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作

成しております。 
 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び

取得日から３ケ月以内に満期日の到来する定期性預金及び満期日又は償還日等の定めのない容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

 

 

 

注   記   事   項 
 
    (連結貸借対照表関係) 

 (平成１４年１２月期) (平成１３年１２月期) 

１. 有形固定資産の減価償却累計額 １００，９５１百万円 ９７，４６７百万円 

２. 保証債務 ３０７百万円 ３４３百万円 

 
 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 (平成１４年１２月期) (平成１３年１２月期) 

現金及び預金勘定 ８，４３６百万円 １２，８０３百万円 

有価証券勘定 １，５９９百万円 ４，２２５百万円 

その他勘定 － 百万円 ５００百万円 

計 １０，０３６百万円 １７，５２９百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ ５０百万円 △ ２，１８５百万円 

現金及び現金同等物 ９，９８６百万円 １５，３４３百万円 
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セ グ メ ン ト 情 報 
（１） 事業の種類別セグメント情報 

    （単位：百万円） 

当連結会計年度（自 平成 1４年１月１日   至  平成 1４年１２月３１日） 

 

 
飲料・食品の 

製造販売事業 
その他の事業 合計 消去又は全社 連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売        上        高      

(１)外部顧客に対する売上高 １７３，５４５ ９，８０４ １８３，３４９ － １８３，３４９ 

(２)セグメント間の内部売上高又は振替高 ２９ １，９８１ ２，０１０ (２，０１０) － 

合              計 １７３，５７４ １１，７８５ １８５，３６０ (２，０１０) １８３，３４９ 

営 業 費 用 １６２，６５２ １１，１３１ １７３，７８３ ４，０９７ １７７，８８０ 

営 業 利 益 １０，９２２ ６５４ １１，５７６ (６，１０７) ５，４６９ 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出      

資 産 ８０，４８７ １６，３７５ ９６，８６２ ２２，６５４ １１９，５１７ 

減 価 償 却 費 ９，６９１ ２，９７９ １２，６７１ ５４９ １３，２２１ 

資 本 的 支 出 １１，５９７ ３，４６４ １５，０６２ １，８３９ １６，９０１ 

    （単位：百万円） 

前連結会計年度（自 平成 1３年１月１日   至  平成 1３年１２月３１日） 

 

 
飲料・食品の 

製造販売事業 
その他の事業 合計 消去又は全社 連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売        上        高      

(１)外部顧客に対する売上高 １７０，６５３ １２，０１４ １８２，６６８ － １８２，６６８ 

(２)セグメント間の内部売上高又は振替高 ２０ １９３ ２１３ (    ２１３) － 

合              計 １７０，６７４ １２，２０７ １８２，８８２ (    ２１３) １８２，６６８ 

営 業 費 用 １５８，５３８ １１，３６１ １６９，９００ ４，７００ １７４，６００ 

営 業 利 益 １２，１３５ ８４６ １２，９８１ (４，９１３) ８，０６７ 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出      

資 産 ８２，６９６ １３，８７４ ９６，５７１ ２４，５２０ １２１，０９１ 

減 価 償 却 費 １０，４５５ ２，０９５ １２，５５０ １７１ １２，７２２ 

資 本 的 支 出 １１，５２４ １，５７２ １３，０９７ １４０ １３，２３７ 

（注）１．事業は、製商品（役務含む）の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等を考

慮して区分を行っております｡ 

２．各事業の主要な製品又は事業の内容 

① 飲料・食品の製造販売事業 

コカ・コーラ、ファンタ、スプライト、ジョージアコーヒー、爽健美茶、オフィスコーヒー、清涼飲料等の受託

製造 

② その他の事業 

不動産の賃貸、リース全般、外食・物販事業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（当連結会計年度６，１３８百万円、前連結会

計年度４，８８７百万円）の主なものは、親会社の総務部等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（当連結会計年度３２，２７２百万円、前連結会計年度３４，

９０８百万円）の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び

管理部門に係る資産等であります。 

５．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 



 １８ 

 

（２）所在地別セグメント情報 

当連結会計年度（自 平成 1４年１月１日  至 平成 1４年１２月３１日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はないため、該当事項はありません。 
 

前連結会計年度（自 平成１３年１月１日  至 平成１３年１２月３１日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はないため、該当事項はありません。 

 

（３）海外売上高 

当連結会計年度（自 平成１４年１月１日  至 平成１４年１２月３１日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 
 

前連結会計年度（自 平成１３年１月１日  至 平成１３年１２月３１日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 



 １９ 

 

リ ー ス 取 引 
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）借手側 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

（平成１４年１２月期） 工具器具及び備品 機械装置及び運搬具 合計 

取得価額相当額 １３百万円  ３０百万円  ４４百万円 

減価償却累計額相当額 １０百万円  １６百万円  ２７百万円 

期末残高相当額 ２百万円  １４百万円  １６百万円 

    

（平成１３年１２月期） 工具器具及び備品 機械装置及び運搬具 合計 

取得価額相当額 ３１０百万円  ３０百万円  ３４１百万円 

減価償却累計額相当額 ３００百万円  １２百万円  ３１２百万円 

期末残高相当額 １０百万円  １８百万円  ２８百万円 

（注）取得価額相当額は、連結会社の未経過リース料期末残高が、連結会社の有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

②未経過リース料期末残高相当額 

(平成１４年１２月期) (平成１３年１２月期) 

１ 年 以 内 ７百万円 １１百万円 

１ 年 超 ９百万円 １６百万円 

合 計 １６百万円 ２８百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、連結会社の未経過リース料期末残高が、連結会社の有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

      （平成１４年１２月期） （平成１３年１２月期） 

支 払 リ ー ス 料 １１百万円 ３３百万円 

減価償却費相当額 １１百万円 ３３百万円 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（２）貸手側 

①固定資産に含まれているリース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

（平成１４年１２月期） 工具器具及び備品 機械装置及び運搬具 その他 合計 

取得価額 ８４８百万円 ３９２百万円 ６７４百万円 １，９１５百万円 

減価償却累計額 ７８５百万円 ３３０百万円 ５６２百万円 １，６７８百万円 

期末残高 ６２百万円 ６２百万円 １１１百万円 ２３６百万円 

   

（平成１３年１２月期） 工具器具及び備品 機械装置及び運搬具 その他 合計 

取得価額 １，１６６百万円 ４０８百万円 ９４８百万円 ２，５２３百万円 

減価償却累計額 １，０００百万円 ３１０百万円 ６４７百万円 １，９５８百万円 

期末残高 １６６百万円 ９７百万円 ３０１百万円 ５６４百万円 

②未経過リース料期末残高相当額  

 （平成１４年１２月期） （平成１３年１２月期） 

１ 年 以 内 １９７百万円 ３７０百万円 

１ 年 超 １３６百万円 ３５１百万円 

合 計 ３３４百万円 ７２２百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、連結会社の未経過リース料及び見積残存価額の合計額の期末

残高が、連結会社の営業債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定

しております。 

③受取リース料及び減価償却費 

 （平成１４年１２月期） （平成１３年１２月期） 

受取リース料 ３４７百万円 ５５８百万円 

減 価 償 却 費 ２７９百万円 ４６２百万円 



 ２０ 

 

２．オペレーティング・リース取引 

貸手側 

未 経 過 リ ー ス 料 （平成１４年１２月期） （平成１３年１２月期） 

１ 年 以 内 １，６５３百万円 １，７４０百万円 

１ 年 超 ２，４７０百万円 ２，６０６百万円 

合 計 ４，１２３百万円 ４，３４６百万円 

       

 

 

 

 

関 連 当 事 者 と の 取 引  
 

該当事項はありません。 

 



 ２１ 

 

有 価 証 券 
 

当連結会計年度  (自 平成１４年１月１日  至  平成１４年１２月３１日) 

 

 

１.満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：百万円) 

種  類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
   

①株式 ２４４ ５５８ ３１３ 

②債券 － － － 

③その他 － － － 

小  計 ２４４ ５５８ ３１３ 
連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
   

①株式 １，２９０ ９０７ △  ３８３ 

②債券 － － － 

③その他 － － － 

小  計 １，２９０ ９０７ △  ３８３ 

合  計 １，５３５ １，４６５ △    ６９ 

 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

(単位：百万円) 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

１４ ２ － 

 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 (単位：百万円) 

種  類 連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券  

社債 ５ 

計 ５ 

(2)その他有価証券  

①非上場株式(店頭売買株式を除く) ２８５ 

②マネー・マネジメント・ファンド １，５９９ 

計 １，８８４ 

   

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

(単位：百万円) 

 １年以内 １年超５年以内 

債券 

社債 
－ ５ 

合計 － ５ 

 



 ２２ 

 

 

前連結会計年度  (自 平成１３年１月１日  至  平成１３年１２月３１日) 

 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：百万円) 

種  類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
   

①株式 ３６４ ８０２ ４３８ 

②債券 － － － 

③その他 － － － 

小  計 ３６４ ８０２ ４３８ 
連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
   

①株式 １，１７０ １，０２５ △  １４５ 

②債券 － － － 

③その他 － － － 

小  計 １，１７０ １，０２５ △  １４５ 

合  計 １，５３５ １，８２８ ２９２ 

 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

(単位：百万円) 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

０ ０ ５ 

 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 (単位：百万円) 

種  類 連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券  

 － 

計 － 

(2)その他有価証券  

①非上場株式(店頭売買株式を除く) ３２８ 

②マネー・マネジメント・ファンド ３，１２２ 

③フリー・ファイナンシャル・ファンド １，１０２ 

計 ４，５５３ 

   

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

 

該当事項はありません。 

 

 
デ リ バ テ ィ ブ 取 引  

 

当社グループは、当連結会計年度、前連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引を全く利用してお

りませんので、該当事項はありません。 



 ２３ 

退 職 給 付 
 

当連結会計年度（自 平成１４年１月１日 至 平成１４年１２月３１日） 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

    当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、退職一時金制度または適格退職

年金制度を採用しております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 

 

２．退職給付債務に関する事項 
 

①  退職給付債務 △６０，２８１百万円 

②  年金資産 ２９，２４９百万円 

③  未積立退職給付債務（①＋②） △３１，０３１百万円 

④  会計基準変更時差異の未処理額 ８，０３４百万円 

⑤  未認識数理計算上の差異 １７，６０３百万円 

⑥  退職給付引当金（③＋④＋⑤） △  ５，３９４百万円 

 
(注)１. 当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成

１４年 １０ 月２８日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。 

当社では「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日にお

いて代行部分に係る退職給付債務（２５，７８１百万円）と年金資産の返還相当額（１

５，７１８百万円）を消滅したものとみなして処理するとともに、厚生年金基金の代

行部分に対応する未認識数理計算上の差異（４，３２４百万円）及び会計基準変更時

差異の未処理額（４，２８１百万円）を損益として認識しております。 

この結果、「厚生年金基金代行部分返上益」（１，４５６百万円）を特別利益に計上し

ております。また、当連結会計年度末における年金資産の返還相当額は、１５，７９

８百万円であります。 

 ２. 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項 
 

①  勤務費用 １，２９７百万円 

②  利息費用 ２，５３２百万円 

③  期待運用収益 △２，０７６百万円 

④  会計基準変更時差異の費用処理額 ３，８０４百万円 

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 ４９３百万円 

⑥  退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） ６，０５２百万円 

 
(注)１. 上記の④会計基準変更時差異の費用処理額は特別損失に計上しております。 
 ２. 上記退職給付費用以外に転籍による特別退職金等２，６０４百万円を特別損失に計上し

ております。 
 ３. 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

 ４. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は①勤務費用に計上しております。 

   

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

①  退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

②  割引率 ２．５％ 

③  期待運用収益率 ４．５％ 

④  数理計算上の差異の処理年数 主として１５年 

⑤  会計基準変更時差異の処理年数 ５年 

 



 ２４ 

 

 

 
前連結会計年度（自 平成１３年１月１日 至 平成１３年１２月３１日） 

 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

     当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、退職一時金制度または適格退

職年金制度を採用しております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 

 

２．退職給付債務に関する事項 
 

①  退職給付債務 △７６，７７３百万円 

②  年金資産 ４９，４８２百万円 

③  未積立退職給付債務（①＋②） △２７，２９０百万円 

④  会計基準変更時差異の未処理額 １６，１２０百万円 

⑤  未認識数理計算上の差異 ７，８３３百万円 

⑥  退職給付引当金（③＋④＋⑤） △  ３，３３７百万円 

 
(注)１. 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

 ２. 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
   

 

３．退職給付費用に関する事項 
 

①  勤務費用 １，４６０百万円 

②  利息費用 ２，５３１百万円 

③  期待運用収益 △２，８５８百万円 

④  会計基準変更時差異の費用処理額 ４，０３０百万円 

⑤  退職給付費用（①＋②＋③＋④） ５，１６２百万円 

 
(注)１. 上記の④会計基準変更時差異の費用処理額は特別損失に計上しております。 
 ２. 上記退職給付費用以外に転籍による特別退職金等２，９４１百万円を特別損失に計上し

ております。 

 ３. 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 
 ４. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は①勤務費用に計上しております。 

   

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

①  退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

②  割引率 ３．５％ 

③  期待運用収益率 ５．５％ 

④  数理計算上の差異の処理年数 １５年 

⑤  会計基準変更時差異の処理年数 ５年 

 

 

 



 ２５ 

 

生産、受注及び販売の状況 
 

（１）生産実績 

生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 平成１４年１２月期 平成１３年１２月期 

飲料・食品の製造販売事業 ５２，５９６ ４６，４１２ 

そ の 他 の 事 業 ０ ５７９ 

合          計 ５２，５９６ ４６，９９１ 

（注）１．当社グループの生産品目は同種の製品であっても、容器の形状、容量等、多種多様であり販
売価格・方法も一様ではありませんので、製造費用に基づき記載しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

（２）受注実績 

受注生産は行っておりません。 

 
（３）販売実績 

販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 平成１４年１２月期 平成１３年１２月期 

飲料・食品の製造販売事業 １７３，５４５ １７０，６５３ 

そ の 他 の 事 業 ９，８０４ １２，０１４ 

合          計 １８３，３４９ １８２，６６８ 

（注）１．相手先別販売実績において、総販売実績に対する当該割合が１０％以上の相手先はありません。 

２.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 



 ２６ 

 
平成 １５年２月１３日 

平成１４年１２月期       個別財務諸表の概要   

    

上 場 会 社 名 近畿コカ・コーラボトリング株式会社 上 場 取 引 所 ( 所 属 部 ) 東証市場第一部 

コ ー ド 番 号 ２５７６  大証市場第一部 

（ ＵＲＬ  http://www.kinki.ccbc.co.jp   ） 本 社 所 在 都 道 府 県 大阪府 

代 表 者 取締役社長  守都  正和 T E L   （０６） -６３３０ -２１９１ 

問 合 せ 先 責 任 者 広 報 部 長   郷    礼 次 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有 

決算取締役会開催日 平成1５年２月１３日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元１，０００株） 

定時株主総会開催日 平成1５年３月２８日   

 

１．１４年１２月期の業績（平成１４年１月１日～平成１４年１２月３１日） 

(1) 経営成績                         記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

  百万円      ％ 百万円      ％ 百万円      ％ 

１４年１２月期 １６２，１９６ （△１．３） ４，１１３ （△３８．３） ４，３６２ （△４０．９） 

１３年１２月期 １６４，２９８ （  １．８） ６，６６８ （△１４．３） ７，３８３ （△１４．４） 

 

 
当期純利益又は純損失(△) 

1 株 当 た り

当 期 純 利 益

又は純損失 (△) 

潜 在 株 式 調 整 後 

1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

株 主 資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率

    百万円 ％ 円   銭 円   銭 ％ ％ ％ 

１４年１２月期 △３７３ (    －    ) △５  ９８ －  △０．５ ４．０ ２．７ 

１３年１２月期 ４１３ ( △８９．０) ６  ６１ －  ０．５ ６．８ ４．５ 

(注) ①期中平均株式数 １４年１２月期 ６２，５７９，０６２株 １３年１２月期 ６２，５８９，６７５株  

 ②会計処理の方法の変更 無 
 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前期増減率 

   

 (2) 配当状況 

１株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配 当 金 総 額 

( 年 間 ) 
配 当 性 向 

株 主 資 本 

配 当 率 

    円    銭   円     銭   円     銭 百万円 ％ ％ 

１４年１２月期 １８    ００ ９    ００ ９    ００ １，１２６ － １．４ 

１３年１２月期 １８    ００ ９    ００ ９    ００ １，１２６ ２７２．３ １．４ 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円     銭 

１４年１２月期 １０７，５６９ ８０，９４４ ７５．３ １，２９３ ８４ 

１３年１２月期 １０８，７４９ ８２，７３４ ７６．１ １，３２１ ９４ 

(注) ①期末発行済株式数 １４年１２月期 ６２,５６１,６３３株 １３年１２月期 ６２，５８５，７４８株 

 ②期末自己株式数 １４年１２月期       ２９，４１６株 １３年１２月期           ５，３０１株 

 

２．１５年１２月期の業績予想(平成１５年１月１日～平成１５年１２月３１日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 

当期純利益 

又は純損失（△） 中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円    銭 円   銭 円   銭 

中 間 期 ８１，０００ １，５００ △ ４００ ９ ００  －  － 

通 期 １７２，０００ ４，８００ ６００  － ９ ００ １８ ００ 

（参考）①  １株当たり予想当期純利益 （通期） 
                             

   ９円５９銭 

②  営業利益   (中間期) １，２００百万円         (通期) ４，２００百万円 

 
※上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因

によって異なる場合があります。なお、業績予想に関連する事項につきましては添付資料８ページをご参照ください。 



 ２７

個別財務諸表等 

（１）貸 借 対 照 表 
 （単位：百万円） 

平 成 １ ４ 年 度 事 業 年 度 平 成 １ ３ 年 度 事 業 年 度 

( 平 成 １ ４ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 ) ( 平 成 １ ３ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 ) 
期  別 

 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 額 

（ 資 産 の 部 ）   ％  ％  

流 動 資 産       

現 金 及 び 預 金 ６，２６３  ９，９３５  △ ３，６７２ 

受 取 手 形 ４６  ９０  △       ４３ 

売 掛 金 １０，４０５  ９，４５４  ９５０ 

有 価 証 券 １，５９９  ４，２２５  △ ２，６２５ 

商 品 ２，３８５  ２，３０８  ７７ 

製 品 ３，０１４  ２，９６６  ４８ 

原 材 料 ６３２  １，１６８  △     ５３５ 

貯 蔵 品 ８３８  ８２７  １１ 

前 払 費 用 １，６２３  １，５２０  １０３ 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 １，２１３  １，３０７  △       ９３ 

未 収 入 金 １，８０５  ２，２７７  △     ４７１ 

繰 延 税 金 資 産 ６６  １６５  △       ９９ 

そ の 他 ２０７  ８６５  △     ６５８ 

貸 倒 引 当 金 △    １０３  △      ８２  △       ２０ 

流 動 資 産 合 計 ２９，９９９ ２７．９ ３７，０２９ ３４．１ △ ７，０２９ 

固 定 資 産       

有 形 固 定 資 産      

建 物 １２，３３３  １２，４９４  △     １６１ 

構 築 物 １，１６１  １，２７９  △     １１８ 

機 械 及 び 装 置 ９，７７４  ９，６８４  ９０ 

工 具 器 具 及 び 備 品 ８６１  ８３３  ２８ 

販 売 機 器 １２，８１５  １３，２８６  △     ４７０ 

土 地 １７，６１８  １５，３２８  ２，２９０ 

建 設 仮 勘 定 ４５  ９１０  △     ８６５ 

有 形 固 定 資 産 合 計 ５４，６０９ ５０．８ ５３，８１７ ４９．５ ７９２ 

無 形 固 定 資 産      

ソ フ ト ウ ェ ア １，８５８  ９３２  ９２６ 

電 話 加 入 権 １１６  １１６  － 

施 設 利 用 権 ５２  ５４  △         １ 

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 １４４  ６０５  △     ４６０ 

無 形 固 定 資 産 合 計 ２，１７１ ２．０ １，７０７ １．５ ４６３ 

投 資 そ の 他 の 資 産      

投 資 有 価 証 券 １，３３４  １，６３８  △     ３０３ 

関 係 会 社 株 式 ７，８２６  ３，６３５  ４，１９１ 

長 期 貸 付 金 １２４  １３４  △         ９ 

従 業 員 長 期 貸 付 金 １４７  １１２  ３５ 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 ４，８４５  ５，０８２  △     ２３６ 

破 産 債 権 ・ 更 生 債 権 

その他これらに準ずる債権 
１７９  １８４  △         ５ 

長 期 前 払 費 用 １，２２７  １，２９５  △       ６８ 

差 入 保 証 金 １，４０５  １，５３３  △     １２７ 

繰 延 税 金 資 産 １，９４１  １，２０２  ７３８ 

そ の 他 ２，２６５  １，７９８  ４６６ 

貸 倒 引 当 金 △    ５０９  △    ４２２  △       ８７ 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計  ２０，７８８ １９．３ １６，１９４ １４．９ ４，５９３ 

固 定 資 産 合 計  ７７，５６９ ７２．１ ７１，７１９ ６５．９ ５，８４９ 

資 産 合 計 １０７，５６９ １００．０ １０８，７４９ １００．０ △ １，１８０ 

 



 ２８

 

 

         （単位：百万円） 

平 成 １ ４ 年 度 事 業 年 度 平 成 １ ３ 年 度 事 業 年 度 

( 平 成 １ ４ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 ) ( 平 成 １ ３ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 ) 
期  別 

 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

流 動 負 債      

買 掛 金 ４，２４３  ５，０６７  △     ８２４ 

一年以内に償還の転換社債 ８，１６７  －  ８，１６７ 

未 払 金 ２，７０７  ３，２８０  △     ５７２ 

未 払 法 人 税 等 ２１１  ９５１  △     ７３９ 

未 払 消 費 税 等 ５２  －  ５２ 

未 払 費 用 ３，９９６  ３，６６２  ３３４ 

前 受 金 ４１  ３９  １ 

預 り 金 ７３７  ３８２  ３５５ 

そ の 他 ４３４  １３１  ３０２ 

流 動 負 債 合 計 ２０，５９１ １９．１ １３，５１４ １２．４ ７，０７６ 

固 定 負 債      

転 換 社 債 －  ８，１６７  △ ８，１６７ 

退 職 給 付 引 当 金 ４，９４３  ２，９６７  １，９７５ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ２８０  ３４１  △       ６０ 

そ の 他 ８０８  １，０２４  △     ２１６ 

固 定 負 債 合 計 ６，０３２ ５．６ １２，５００ １１．５ △ ６，４６７ 

負 債 合 計 ２６，６２４ ２４．７ ２６，０１４ ２３．９ ６０９ 

（ 資 本 の 部 ）      

資 本 金 １０，９４８ １０．２ １０，９４８ １０．１ － 

資 本 準 備 金 １０，０４０ ９．３ １０，０４０ ９．２ － 

利 益 準 備 金 １，６１８ １．５ １，６１８ １．５ － 

そ の 他 の 剰 余 金      

配 当 準 備 積 立 金 ７００  ７００  － 

固定資産圧縮特別勘定積立金 ３４７  －  ３４７ 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ３９８  ３９８  － 

別 途 積 立 金 ５６，６００  ５６，６００  － 

当 期 未 処 分 利 益 ３５６  ２，２７０  △ １，９１４ 

そ の 他 の 剰 余 金 合 計  ５８，４０３ ５４．３ ５９，９６９ ５５．１ △ １，５６６ 

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  △      ４１ △０．０ １６３ ０．２ △     ２０４ 

自 己 株 式  △      ２３ △０．０ △        ５ △０．０ △       １８ 

資 本 合 計  ８０，９４４ ７５．３ ８２，７３４ ７６．１ △ １，７８９ 

負 債 ・ 資 本 合 計  １０７，５６９ １００．０ １０８，７４９ １００．０ △ １，１８０ 

                                                                          



 ２９

 

 

（２）損 益 計 算 書 
（単位：百万円） 

平 成 １ ４ 年 度 事 業 年 度 平 成 １ ３ 年 度 事 業 年 度 
自 平成１４年 １月 １日 自 平成１３年  １月  １日 

至 平成１４年１２月３１日 至 平成１３年１２月３１日 

                期    別 

科  目 

金  額 百分比 金  額 百分比 

増 減 額 

  ％  ％  

売 上 高 １６２，１９６ １００．０ １６４，２９８ １００．０ △ ２，１０２ 

売 上 原 価 ８９，８８５ ５５．４ ８７，９６５ ５３．５ １，９２０ 

売 上 総 利 益 ７２，３１０ ４４．６ ７６，３３３ ４６．５ △ ４，０２３ 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ６８，１９７ ４２．１ ６９，６６４ ４２．４ △ １，４６７ 

営 業 利 益 ４，１１３ ２．５ ６，６６８ ４．１ △ ２，５５５ 

営 業 外 収 益 ６９３ ０．５ １，２４３ ０．７ △     ５５０ 

受 取 利 息 ４５  ６２  △       １７ 

有 価 証 券 利 息 ２  １３  △       １１ 

受 取 配 当 金 ２４２  ５１１  △     ２６９ 

不 動 産 賃 貸 収 入 ２７５  ４７１  △     １９５ 

雑 収 入 １２７  １８４  △       ５６ 

営 業 外 費 用 ４４４ ０．３ ５２８ ０．３ △       ８４ 

支 払 利 息 ９  ８  １ 

社 債 利 息 ６９  ６９  － 

不 動 産 賃 貸 原 価 １８９  ２２５  △       ３５ 

貯 蔵 品 他 廃 棄 損 １２１  １２２  △         １ 

Ｍ Ｍ Ｆ 解 約 損 －  ５６  △       ５６ 

雑 支 出 ５３  ４６  ７ 

経 常 利 益 ４，３６２ ２．７ ７，３８３ ４．５ △ ３，０２１ 

特 別 利 益 ２，２６８ １．４ ７５０ ０．５ １，５１８ 

厚生年金基金代行部分返上益 １，４５６  －  １，４５６ 

固 定 資 産 売 却 益 ８０９  ７５０  ５８ 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ２  －  ２ 

特 別 損 失 ７，１６６ ４．４ ７，５６８ ４．６ △     ４０１ 

固 定 資 産 売 却 及 び 除 却 損 ５９０  ４５８  １３１ 

特 別 退 職 金 ２，６０４  ２，９４１  △     ３３７ 

退職給付会計基準変更時差異償却額 ３，８０４  ４，０３０  △     ２２５ 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 １１９  ６６  ５２ 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ４７  ６６  △       １８ 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 －  ５  △         ５ 

税引前当期純利益又は純損失( △)  △     ５３６ △０．３ ５６５ ０．４ △ １，１０１ 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ３２９ ０．２ １，０７７ ０．７ △     ７４８ 

法 人 税 等 調 整 額 △     ４９１ △０．３ △     ９２５ △０．６ ４３４ 

当 期 純 利 益 又 は 純 損 失 ( △ )  △     ３７３ △０．２ ４１３ ０．３ △     ７８７ 

前 期 繰 越 利 益  １，２９３  ２，４７６  △ １，１８２ 

中 間 配 当 額 ５６３  ５６３  △         ０ 

中間配当に伴う利益準備金積立額  －  ５６  △       ５６ 

当 期 未 処 分 利 益  ３５６  ２，２７０  △ １，９１４ 
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利 益 処 分 案 
                                                                                   (単位：百万円) 

平 成 １ ４ 年 事 業 年 度 平 成 １ ３ 年 事 業 年 度 

                              
自  平成１４年  １月 

       
１日 

                              
自  平成１３年  １月 

       
１日 

 

摘     要 

  
             
至  平成１４年１２月３１日     

             
至  平成１３年１２月３１日   

増  減  額 

    

当 期 未 処 分 利 益 ３５６ ２，２７０ △ １，９１４ 

固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額 ３４７ － ３４７ 

別 途 積 立 金 取 崩 額 ２，０００ － ２，０００ 

合      計 ２，７０４ ２，２７０ ４３３ 

    

これを次のとおり処分いたします。    

利 益 配 当 金 ５６３ ５６３ △         ０ 

 (普通配当１株につき９円００銭) (普通配当１株につき９円００銭)  

役 員 賞 与 金 ５１ ６６ △       １５ 

取 締 役 賞 与 金 ４６ ５０ △         ４ 

監 査 役 賞 与 金 ４ １５ △       １０ 

固定資産圧縮特別勘定積立金  ２２３ ３４７ △     １２３  

固定資産圧縮積立 金 ５５０ － ５５０  

合       計 １，３８８ ９７６ ４１１ 

次 期 繰 越 利 益 １，３１６ １，２９３ ２２ 

   
(注) １． 固定資産圧縮特別勘定積立金及び固定資産圧縮積立金は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

 ２． 平成１３年１２月期の配当金には、自己株式５，３０１株の配当金を除いております。 
 ３． 平成１４年１２月期の配当金には、自己株式２９，４１６株の配当金を除いております。 

 ４． 平成１３年９月１２日に、５６３百万円(１株につき９円)の中間配当を実施いたしました。 

  なお、中間配当金には、自己株式８２６株の配当金を除いております。 
 ５． 平成１４年９月１２日に、５６３百万円(１株につき９円)の中間配当を実施いたしました。 

  なお、中間配当金には、自己株式１０，３７２株の配当金を除いております。 
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（３）財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの･･･････････決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し､売却原価は移動平均法により算定しております｡) 

時価のないもの･･･････････移動平均法による原価法 
②たな卸資産  
商品及び製品･････････････････総平均法による原価法 
原材料及び貯蔵品･････････････月別移動平均法による原価法 

(但し、貯蔵品の一部は最終仕入原価法) 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 
定率法によっております。但し、建物(建物附属設備を除く)については定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
②無形固定資産 

定額法によっております｡なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ
っております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基
づく定額法を採用しております。 

③長期前払費用 
期間対応償却によっております。 
 

３．引当金の計上基準 
①貸倒引当金 

売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異については、５年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（１５年）による定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 
(追加情報) 

確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成１４年１０月２８日
に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。 
「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１３

号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務
（２５，７８１百万円）と年金資産の返還相当額（１５，７１８百万円）を消滅したものとみなし
て処理するとともに、厚生年金基金の代行部分に対応する未認識数理計算上の差異（４，３２４百
万円）及び会計基準変更時差異の未処理額（４，２８１百万円）を損益として認識しております。 
この結果、「厚生年金基金代行部分返上益」（１，４５６百万円）を特別利益に計上しております。

また、当事業年度末における年金資産の返還相当額は、１５，７９８百万円であります。 
③役員退職慰労引当金 

商法第２８７条ノ２の引当金であり、役員の退職により支給する退職慰労金支給に備えるため、
内規に基づく期末要支給見込額を計上しております。 
 

４．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
５．消費税等の会計処理について 

税抜方式によっております。 
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注 記 事 項 
（貸借対照表関係） 

                                   平成１４年度事業年度 平成１３年度事業年度 

１．有形固定資産の減価償却累計額 ８６，２０３百万円 ８３，３８５百万円 

２．保証債務 ３９百万円 ７１百万円 

３．授権株式数及び発行済株式数   

授権株式数 １５０，０００，０００株 １５０，０００，０００株 

発行済株式数 ６２，５９１，０４９株 ６２，５９１，０４９株 

（うち自己株式数） （２９，４１６株） （５，３０１株） 
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リ ー ス 取 引 
(1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

借手側 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

    
（平成１４年１２月期) 工具器具及び備品 機械及び装置 合計 

取 得 価 額 相 当 額 ７５８百万円 ９３０百万円 １，６８９百万円 

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額  ２１０百万円 ６６０百万円 ８７０百万円 

期 末 残 高 相 当 額  ５４７百万円 ２７０百万円 ８１８百万円 

（平成１３年１２月期) 工具器具及び備品 機械及び装置 合計 
取 得 価 額 相 当 額  １，９６６百万円 ９３０百万円 ２，８９７百万円 

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額  １，７１９百万円 ５８０百万円 ２，３００百万円 

期 末 残 高 相 当 額  ２４７百万円 ３４９百万円 ５９６百万円 

 (注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により、算定しております。 

②未経過リース料期末残高相当額 

 (平成１４年１２月期) (平成１３年１２月期) 

１ 年 以 内 ２３９百万円 １８５百万円 

１ 年 超 ５７８百万円 ４１０百万円 

合 計 ８１８百万円 ５９６百万円 

 (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

 (平成１４年１２月期) (平成１３年１２月期) 

支 払 リ ー ス 料 ２０６百万円 ２７０百万円 

減価償却費相当額 ２０６百万円 ２７０百万円 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(2) オペレーティング・リース取引 

借手側 

未経過リース料 (平成１４年１２月期) (平成１３年１２月期) 

１ 年 以 内 ２２９百万円 ４４４百万円 

１ 年 超 ３１３百万円 ５７９百万円 

合 計 ５４３百万円 １，０２３百万円 

 
 
 
 
 

有 価 証 券 
 

当事業年度（平成14 年 12 月 31 日現在） 

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
該当事項はありません。 

 
 

前事業年度（平成13 年 12 月 31 日現在） 

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

該当事項はありません。 
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（参考資料） 

  売 上 高 内 訳 表 
(単位:百万円／千函) 

平 成 １ ４ 年 度 事 業 年 度 

自  平成１４年  １月  １日 
至  平成１４年１２月３１日 

事 業 年 度 

自  平成１３年  １月  １日 
至  平成１３年１２月３１日 

増     減 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 

 

                                                                              期  別 

 

 

 

 区  分 
(函  数) % (函  数) % (函  数) % 

３８，６６７ ２３．８ ４０，７４６ ２４．８ △ ２，０７８ △  ５．１ 
炭酸飲料 

(２２，３０８) (  ２７．８) (２３，６１３) (  ２９．５) (△１，３０５) (△ ５．５) 

１２０，３５９ ７４．２ １２０，４９０ ７３．３ △     １３１ △  ０．１ 
非炭酸飲料 

(５７，５１５) (  ７１．７) (５５，９６１) (  ７０．０) (  １，５５３) (   ２．８) 

３，１６９ ２．０ ３，０６１ １．９ １０７ ３．５ 
その他 

(      ３６５) (    ０．５) (      ３７８) (    ０．５) (△      １３) (△ ３．５) 

９５８ ０．６ ９９９ ０．６ △       ４１ △  ４．１ 
     食品等 

(      ３６５) (      ０．５) (       ３７８) (     ０．５) (△      １３) (△ ３．５) 

   受託加工収入 ２，２１０ １．４ ２，０６１ １．３ １４９ ７．２ 

１６２，１９６ １００．０ １６４，２９８ １００．０ △ ２，１０２ △  １．３ 
合  計 

(８０，１８９) (１００．０) (７９，９５４) (１００．０) (      ２３４) (   ０．３) 

 

（注） １．上段は売上高、下段は販売函数であります。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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役 員 の 異 動 

１．役員の新任・退任（平成 1 5 年 3 月 2 8 日付） 

  (1)新任取締役候補者 

取 締 役 な に わ  た い じ ろ う   

ﾚｷﾞｭﾗｰｻｰﾋﾞｽ営業部長 浪 花 泰 次 郎 （現 参与 ﾚｷﾞｭﾗｰｻｰﾋﾞｽ営業部長） 

取 締 役 の ぐち    あきら  

製 造 部 副 部 長 野 口  彰 （現 製造部副部長） 

 よしざわ    みのる  

取 締 役 ( 非 常 勤 ) 吉 澤  稔 （現 三笠ｺｶ･ｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ株式会社 取締役常務執行役員） 

(2)退任予定取締役 

現 常務取締役 き  むら もと のぶ  
製造･品質保証部門担当 木 村 元 信  

現 常務取締役 えい ざわ   とおる  

広報・人事部門担当 栄 沢  徹  

現 常務取締役 の  ま  し げ  お  

情報ｼｽﾃﾑ・SCM 推進部門

担当 

野 間 重 男 （顧問に就任予定） 

 お お た  と し み つ  

現 取締役(非常勤) 太 田 利 充 （現 ｺｶ･ｺｰﾗﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞｻｰﾋﾞｽ株式会社 IS ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ） 

 ほ し か  ひ で き  

現 取締役(非常勤) 星 加 秀 機 （現 ｺｶ･ｺｰﾗﾅｼｮﾅﾙｾｰﾙｽ株式会社 常務執行役員） 

 ( 3)新任監査役候補者 

 あ み つ か  た だ ま さ  

常 勤 監 査 役 網 塚 忠 優 （現 三菱重工業株式会社産業機器事業部 

産器ﾌﾟﾗﾝﾄ営業部担当部長） 

 ( 4)退任予定監査役 

 い な ば  き さ ぶ ろ う  

現 常勤監査役 稲 葉 喜 三 郎  

２．役員の昇格（平成 1 5 年 3 月 2 8 日付） 

常 務 取 締 役 に し だ  な お ひ ろ  

広報・人事部門担当、 

総務部長 

西 田 尚 弘 （現 取締役 総務部長） 

常 務 取 締 役 み や ざ き  ゆ た か  

営業企画部長 宮 崎  豊 （現 取締役 営業企画部長） 

３．役員の業務担当の異動（平成 1 5 年 3 月 2 8 日付） 

常 務 取 締 役 の が み  ひ で あ き  
経理・情報ｼｽﾃﾑ・製造・ 

品質保証･SCM推進部門担当 
野 上 秀 昭 （現 常務取締役 総務・経理部門担当） 

以 上 

 


